



長 吉 眞 一
【キーワー ド】監査 の目的、期待 ギャップ、合理的な保証、財務諸表 の適正表示
1は じめ に
監査基準 は、その冒頭で 「第一 監査の 目的」 として財務諸表監査 の目的を示 している。 この規
定 は財務諸表監査における期待 ギャップを縮小するために設 けられた ものである。期待ギャ ップ と
は、監査人が考 える財務諸表監査の概念 ない しはその社会的意義 と、一般利害関係者が期待す る財
務諸表監査の意義 との間に存在す る乖離 またはそれ によって もた らされ る効果の ことをい う。今 日
では、法定監査 として実施 されている財務諸表監査をめ ぐってかな り大 きな期待 ギャップが存在 し
てお り、これ は単 に監査 だけの問題 に とどまらず大 きな社会問題 となっている。わが国においても、
バ ブル経済 の崩壊 に ともなって金融機 関や一般事業会社が相次 いで破綻 した ことに ともない、公認
会計士監査 の有効性 についてマス ・コミ等 によって厳 しい批判 を受 けた事実があった。 また、最近
のカネボウ事件 やライ ブ ドア事件 においても、公認会計士 が行 う財務諸表監査 自体 について社会か
ら厳 しい指弾 を受 けた。 こうした ことか ら、期待ギャ ップの縮小は監査論 の喫緊 のテーマ となって
いる。
企業会計審議会 は、 このような財務諸表監査 に対す る社会 の不信 を払拭す るために、期待ギャ ッ
プの縮小 を大 きな目的 としている。 このため、平成元年 の監査実施準則改訂においては、相対的 に
危 険性の高い財務諸表項 目に係 る監査手続 を充実強化 し、平成3年 改訂 の監査基準では、財務諸表
の重要 な虚偽記載を看過 してはならない とする規定 を設 けた り、監査 上の危険性 に対 し十分 な考慮
を求め るとす る規定を取 り入れ た りしたのである。企業会計審議会 は、 この ように、監査 を適切 に
実施 し、 これを積み上 げることによって期待 ギャ ップの縮小を意図 しようとしたのである。 そ して
平成14年 改訂監査基準 はさらにこの思考を推 し進 め、企業の不正 および誤謬 の事前防止 または早期
発見 と、継続企業の前提につ いての監査を実施 することに した。 これは、社会が要求す る監査へ と
明確 に監査 の対象を広 げた ものである。平成17年 改訂 の現行監査基準 もこの方向性 を踏襲 している。
企業会計審議会が推進す るこの ような現行監査基準 の方 向性 は平成元年お よび平成3年 改訂監査
基準 の思考 を敷宿 したもので あ り、現在 の財務諸表監査が現行監査基準の意義を踏 まえて実施 され
かつその実施の効果が具体的 に発現 され るな らば、期待 ギャ ップが縮小 される可能性が生 じること
にな ると考 え られる。
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そこで本稿 において は、企業会計審議会 が監査基準 の冒頭 に 「第一 監査の 目的」の規定 を設 け、
た理 由 と、監査基準全体 における 「第一 監査 の 目的」の位置づ けについて、期待 ギャップの縮小
との関連 において検討 してみ ることにする。
2「 第一 監査 の目的」 の意義 と構 造
(1)「 第一 監査 の目的」の意義
監査基準 は、 その冒頭で 「第一 監査 の目的」 として財務諸表監査1)の 目的 を示 している。 この
規定 は財務諸表監 査 におけ る期待 ギャップを縮 小す るために設 け られた ものであ る。 この 「第一
監査の 目的」 は平成14年 改訂監査基準 では じめて規定 されたものであるが、17年 改訂監査基準にお
いて もまった く変更 され ることな くそのまま踏襲 されている2)。
監査基準 が冒頭で 「第一 監査の 目的」 を示 したのは次の ような理由による。
今 日、財務諸表 に対す る公認会計士の監査意見 は一般利害関係者が最 も注 目す るもの となってい
るが、数年前 のバ ブル経済崩壊後 に発生 した金融機 関や一般事業会社の相次 ぐ破綻 に際 して、公認
会計士 は直前期の監査報告書 においてそれ らの破綻の可能性 を何 ら指摘 していなかった。このため、
公認会計士 はい ったい何 を監査 してい たのか として、マス ・コ ミ等 によって厳 しい批判 を受 けた
事実が あった。一方、公認会計士は、財務諸表監査 とは、企業の財務諸表に記載 されてい る財務情
報が一般 に公正妥 当 と認 め られ る企業会計 の基準(GenerallyAcceptedAccountingPrinciples、
GAAP)に 準拠 して作成 され適正に表示 しているか どうか、すなわち財務情報のGAAPへ の準拠性
につ いて監査 し、GAAPへ の準拠性 が認め られ る場合 に適正であ る旨の監査意見 を表明するもので
あって、企業 の破 綻やその兆候の有無 を監査す るわ けではない と主張 した。 しか し、一般利害関係
者 は この主張 に納得せず、 あ くまで企業 の相次 ぐ破綻 とい う事実を もとに、公認会計士は当該企業
を適切 に監査せず、 その結果 としての監査意見 も妥当ではなかった としたのである。 また、最近 の
カネボ ウ事件 で は公 認会計士が粉飾決算 に加担3)し 、 ライ ブ ドア事件 では公認会計士が独立性 を
1)企 業会計審議会は 「財務諸表の監査」 と表現 している。その理由は、監査基準における 「監査の目的が
示す枠組み及び これか ら引き出されたそれぞれの基準」は、「公認会計士監査のすべてに共通するものであ
る。」(企 業会計審議会 〔2002〕二3)と いう基本的なスタンスで監査基準 を考察 しているためである。企
業会計審議会のいう財務諸表の監査 とい う表現は、本稿でいう財務諸表監査 と同義である。
2)平 成17年 改訂監査基準 の「第一 監査の目的」の規定は平成14年 改訂監査基準の同規定を踏襲 しているが、
監査基準全体については、平成元年の監査実施準則改訂以降に改訂されたすべての監査基準が 「企業活動の
妥当性の検証」という共通 したコンセプ トのもとで作成されている。 これは平成17年 改訂監査基準も同様で
ある。ちなみに、昭和58年 改訂までの監査基準 の意義は 「財務情報のGAAPへ の準拠性(わ検証」 として
まとめることができる。長吉 〔2006〕を参照 されたい。
3)カ ネボウの監査を担当 していた公認会計士 は、平成18年8月9日 の第1審(東 京地方裁判所)判 決で懲
役1年6ヵ 月 と1年(い ずれ も執行猶予3年)を いいわたされた。判決の理由は、被告 らは遅 くとも1998
年10月 ごろにはカネボウの粉飾の実態を具体的に知ったのに、過去の不適切な監査が明らかになって 自分
や監査法人 の責任が追及され ることを恐れたので、不正経理に加担 して適正意見 をっ け、会計監査や公認
会計士の社会的信用 を大 きく失墜させたことである。
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喪失4)し て監査 を行 って いた ものであ り、財務 諸表監査 の意義 自体について も社会か ら厳 しい指
弾を受 けた ものであった。
このよ うに、今 日の監査においては、監査人が考 える財務諸表監査の概 念ない しはその社会的意
義 と一般利害関係者が期待 する財務諸表監査 との間 にはかな り大 きな乖離がある。 そ して、 この乖
離は今 日では重要な社会問題 となってお り、 この乖離 をいかに して縮小 させ るかが監査論研究の喫
緊のテーマ となっているのである。企業会計審議会が監査基準の冒頭 で 「第一 監査の 目的」を設
けた理 由は、 まさに ここにある。 すなわち、監査基準 において財務諸表監査 の目的を明 らかにす る
ことによって一般利害関係者 に財務諸表監査の概念 とその社会的意義 を理解 して もらい、監査人が
考 え る監査 の意義 と一般利害関係者が期待す る財務諸表監査の意義 との間の乖離 を縮小 し、 これを
通 じて財務諸表監査の信頼性 を回復 しようとしているので ある。
ここで、監査人が考え る財務諸表監査 の概念 ない しはその社会的意義 と一般利害関係者が期待 す
る財務諸表監査の概念 ない しはその社 会的意義 との間 にある乖離 を、期待 ギャップ(expectation
gap)と い う。期待 ギャップ とは、制度 として行われ る財務諸表監査の概念 ないしはその社会 的な
意義 について、監査人が考 える監査 と一般利害関係者が期待す る監査の意義 との間5)に 乖離(ギ ャ ッ
プ)が ある場合に、 そのギャップない しはそれによってもた らされ る効果 の ことをい う。
期待 ギャ ップは、通常、《図表1》 の両方 向に向 く太 い実線の矢印の長 さで示 され、 この矢 印の







この ように、企業会計審議会 は期待 ギャップの存在 をかな り意識 してお り、それを縮小す るため
に2つ の方策 を示 してい る6)。第1の 方策 は、財務諸表監査 の概 念や意義について利害関係者 によ
4)一 般に、監査法人であれば、その総収入に対する特定の被監査会社からの監査報酬の占める割合が小さ
くなるため、監査人の独立性が強化される。しか し、ライブ ドァ事件では、同社の監査を担当 した監査法人





した2人 の公認会計士に対 し、懲役10ヵ 月の実刑判決と懲役1年 執行猶予4年 の有罪判決をいい渡 した。
5)通 常は監査人 と一般利害関係者の2著 聞のギャップであると理解 されているが、これに経営者(財 務諸
表の作成者)を 加 えて3者 間のギャップであるとする説 もある。前者の説によればギャップは1つ であるが、
後者によれば4っ になる。本書 では通説に従って前者の考え方をとる。
6)2つ の方策の詳細な内容については、長吉 〔2005〕を参照されたい。
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り適切 に理解 して もらうよ うに利害関係者 を啓蒙す る方策である。 これは、監査基準のなか に財務
諸表監 査の 目的を設定す るこ とによって行われ る。第2の 方策は、監査人が、財務諸表監査の対象
に利害関係者 の要求す るもの も取 り込 み、 これによって監査 に対 する利害関係者 の期待 に積極 的に
応 え、その結果 として期待 ギャップを縮小 しようとす る方策 であ る。いわば監査対象の拡大 による
期待 ギャップの縮 小である。
以上の ように、今 日の監査においては監査人 と一般利害関係者 との間に財務諸表監査 の概念 ない
しはその社会的意義をめ ぐって大 きなギャップが あ り、 このギャップを縮小す るための方策の1つ
として利害 関係者 を啓蒙 しよ うとしてい る。監査基準がその冒頭 に 「第一 監査の 目的」を設定 し
たのは、 まさにこの前者の利 害関係者 の啓蒙のためである7)。
企 業会計審議会 は、 「第一 監査 の目的」の設定 と期待ギャ ップ との関連 について、 「従来、監査
基準 は監査 それ 自体 の 目的 を明確に して こなかったために、監査の役割 について種 々の理解 を与え、
これがいわゆる 『期待の ギャップ』8)を醸成 してきたことは否 めない」(企業会計審議会 〔2002〕三1)
として これ らの関連性 を認めているが、ここに監査基準が設 けた 「第一 監査の 目的」の意義があ る。
(2)「 第一 監査の 目的」 の構造
監査基準が規定 している 「第一 監査の 目的」 は次 の とお りであ る。
財務諸表の監査 の目的は、経営者の作成 した財務諸表が、一般に公正妥当 と認め られ る企業会
計 の基準 に準拠 して、企業 の財政状態、経営成績及 びキャッシュ ・フローの状況をすべての重要
な点 において適正 に表示 しているか どうかについて、監査人が 自ら入手 した監査証拠 に基づいて
7)期 待 ギャップ縮小のために考 えられ る方法 はこれだけに限定 されるものではない。 たとえば、アメリ
カではサーベイ ンズ ・オックス リー法(Sarbanes-OxleyActof2002)によ り、企業の経営者に財務報告




またIFACは 、財務報告について社会の信頼性を再建するための詳細 な報告書 を発表 し、そのなかで、実
効性 のある企業倫理規則の設定、財務管理 と統制の有効性の確立、財務報告における虚偽の表示の減少など、
期待 ギャップ縮小のための10項 目を提言 している(IFAC〔2003〕pp.2-4,JICPA〔2003〕pp.46)。
わが国においても、上場会社 は、金融商品取引法の制定 を受けて、2008年4月 より、信頼で きる財務報
告を作成するために内部統制報告書 を内閣総理大 臣に提出 しなければならない(金 融商品取引法24条 の4
の4、1項)こ とになった。内部統制報告書 とは、信頼できる財務報告を作成す るための手続を文書化 し、
経営者がその手続の有効性を評価 した報告書である。そして、内部統制報告書の社会的信頼性を高めるため、
内部統制報告書は、公認会計士または監査法人による監査 を受けなければな らない(金 融商品取 引法193条
の2、2項)。 このよ うに、内部統制報告書 は、有価証券報告書の虚偽記載を防止するために内部統制の有
効性 を高 めるための制度(黒 沼 〔2006〕pp.71-73)と して設けられたものである。 また、新たに制定 された
会社法 においても、会社法上の大会社は業務全般にわたって法令を遵守する体制の整備が求められている
(会社法348条3項 、会社法施行規則100条1項)。
8)企 業会計審議会 は 「期待のギャップ」と表現 しているが、これは本稿でいう期待ギャップと同義である。
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判 断 した結果 を意見 として表明することであ る。
財務諸表の表示が適正 である旨の監査人の意見は、財務諸表には、全体 として重要な虚偽 の表
示がない とい うことについて、合理的な保証 を得た との監査人の判断 を含 んでいる。
この 「第一 監査 の目的」 は2つ の記述 からなってい るが、その うちの第一文 の内容 を圧縮 して
示す と次の 《図表2》 の ようにな る。
図表2「 第一 監査の 目的 」の構成
財務諸表の監査の 目的 ①意見として表明すること
⑥財 務 諸表 の適 正表 示
























監 査基準 が主張 す る財務諸表監査 の 目的 は、企業 の財務諸表がGAAPに 準拠 して、 その企業 の
財政状態、経営成績 およびキャッシュ ・フローの状況 を適正 に表 示 してい るかどうかにつ いて、監
査人 が判断 し結論 としての監査意見 を表明す ることである。企業会計審議会 は、この点に関 し、「監
査 の 目的は、経営者の作成 した財務諸表 に対 して監査人が意見 を表明す ること」(企 業会計審議会
〔2002〕三1(1))で あると明快 に述べている。
ここで、財務諸表監査 の目的が、監査人が監査意見 を表明す ることであ るとい うことと、その表
明す る意見 の内容 が財務諸表が企業の財政状態、経営成績およびキャ ッシュ ・フローの状況を適正
に表示 してい るか否か(こ れ を財務諸表の適正表示 とい う。)で あ る9)と い うことは、今 日の財務
諸表監査を理解す るうえで極 めて重要 である。 その理 由は、財務諸表監査 の目的は財務諸表の適正
表示 に関 して監査人が意見 を表明す ることであ り、財務諸表 または会計伝票 の作成の もとになった
事実 その ものない しは財務諸表 の作成過程その ものの是非について意見を表明することではないか
らである1C)。
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また、監査 の目的の第二文で いう 「合理的な保証nを 得た」とは、次の意味で あるとされている(企
業会計審議会 〔2002〕三1(5))。
合理的な保証 を得た とは、監査 が対象 とす る財務諸表の性格 的な特徴(例 えば、財務諸表の作
成 には経営者 による見積 りの要素 が多 く含 まれ ること)や 監査 の特性(例 えば、試査で行われ る
こと)な どの条件 】2)があ る中で、職業的専 門家 としての監査人が一般 に公正妥当 と認め られ る
監査 の基準 に従 って監査 を実 施 して、絶対 的ではないが相 当程度 の心証13)を得 た こ とを意味す
る14)。
なお、監査報告書 における適正意見の表明は、財務諸表及 び監査報 告書の利用者か らは、結果
的 に、財務諸表 には全体 として重要な虚偽の表示が ないこ とについて、合理 的な範囲での保証 を
与 えてい るもの と理解 され ることにな る。
この第二文のなかにも、利害関係者が財務諸表監査 について誤解 しないように、監査人の任務
について慎重な表現で記述 されてい る。 た とえば次の とお りである。
◆財務諸表 には性格的 な特徴があ り、監査 には特性 があること。
財務諸表の性格的な特徴 は、財務諸表に記載 されてい る金額 は経営者 の将来予測 に基づ く金
9)こ の ことから、わが国の財務諸表監査は、依然 として財務諸表の適正表示に関す る監査であると理解す
ることができる。 しか し、平成元年の改訂監査実施準則以降のすべての監査基準が 「企業活動の妥当性の検
証 」というコンセプ トのもとで作成 されていることか ら、監査概念に若干の変化が生 じてお り、今 日では監
査パラダイムが変化 しつつあると認識 されている。詳細は長吉 〔2004〕を参照されたい。
10)財 務諸表 という情報がGAAPに 準拠 しているかどうかについて監査人が行 う監査を情報に対す る監査 と
いい、事実そのものない しは財務諸表の作成過程 そのものの是非 について監査人が行 う監査を実態に対す
る監査 とい う。 また、'JICPA〔2004〕 は、ひろく保証業務全体について 「業務対象の言明に対する保証業務」
と 「直接報告による保証業務」 とに分けて考察 している(JICPA〔2004〕2.(6))。 前者 は、業務対象の作
成者等が自ら評価 を行い、その結果 を言明 として利用者が利用可能 となるように作成 し、公認会計士等が
当該言明の客観的な基準への準拠性について独立 した第三者の立場で評価するものである。 この業務の典
型的な例 は財務諸表監査である。 これに対 し、後者は、公認会計士等が、業務対象の作成者等による言明
な しに業務対象 自体を直接に評価 して当該業務対象に対 して信頼性を付与するものである。 これ ら2っ の
保証業務 は言明の有無 によって異なっているものである。公認会計士等が行 う保証業務 は、通常は、財務
諸表 という言明に対す る保証 として理解されている。
同様 に、企業会計審議会 〔2004〕は、保証業務を、「主題を評価又は測定 した結果 を表明する情報」を評
価 する業務 と 「当該主題それ 自体」を評価する業務 とに分 けて規定 している(企 業会計審議会 〔2004〕二1)。
前者 はJICPA〔2004〕 のいう業務対象 の言明に対す る保証業務であり、後者 は直接報告による保証業務で
ある。
ll)監 査論においては、監査人が他人 に与えるAssuranceを 保証 といい、自分が得 るAssuranceを 心証 とい
う。すなわち保証 と心証 は同じ概念であ り、英語ではいずれもAssuranceと 表記され る。
12)平 成18年10月 に廃止 された監査基準委員会 〔2004〕は、 このほかに監査の限界 として、内部統制には固
有 の限界があることと、監査証拠の多 くは絶対的なものではな く心証的なものであることの2点 をあげて
いた(監 査基準委員会 〔2004〕14項)。 監査基準委員会 〔2004〕があげていたこの2点 は、企業会計審議会
〔2002〕に付け加 えられたものではあったが、いずれも監査人による評価または判断を求めたものである。
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額 をもふ くむ ことによる監査の技術的な困難 さを示す ものであ り、監査の特性は、現代 の財
務諸表監査 のもつ監査の構造的な問題 を示 している。
◆監査人は、一般に公正妥当と認められる監査の基準(GenerallyAcceptedAuditingStandards、
GAAS)に 従 って監査を実施 したこと。
◆ その結果、監査人は絶対 的ではないが相 当程度 の心証 を得た こと。
◆適正意見は、財務諸表に重要 な虚偽の表示がない ことについて合理 的な範囲で保証 を与 えて
いること。
このように、企業会計審議会 は、監査基準 において財務諸表監査の 目的 を明 らかにす ることによっ
て利害関係者 に財務諸表監査の概念 と意義 を理解 して もらい、 これを通 じて財務諸表監査 の信頼性
を回復 し、期待 ギャ ップの縮小につなげ ようとしてい るのである。 ここに監査基準の冒頭 に設定 さ
れた 「第一 監査の 目的」の設定 目的が ある。
3「 第一 監査の 目的」の位置づ け
「第一 監査 の目的」は平成14年 改訂監査基準で はじめて示 され たもので ある。監査基準は、 「第
一 監査 の目的」、 「第二 一般基準」、 「第三 実施基準」、.「第四 報告基準」で構成 されているが、
この ように監査基準 のなかで 「第一 監査の 目的」が 冒頭 に規定 されている理 由は、 「第一 監査 の
目的」が監査基準のなかで もっ とも重要 と考 えられてい るか らである。
その理 由は2つ 考 えられ る。1つ は、すで に述 べた ように、 「第一 監査の 目的」 は利害関係者
を啓蒙す ることによって期待 ギャップを解消 しようと意図 した ものであ るか らであ る。 これは財務
諸表監査の信頼性回復 に必要な ことであ る。他 の1つ は 「第一 監査 の目的」の規定の包活性にあ
13)心 証 とは、①心に受ける印象、②裁判官が訴訟事件の審理において、その心中に得た事実認識ない し確
信(広 辞苑第5版)を い う。 これを監査論にあてはめて考えてみれぼ、監査人が財務諸表 を監査 して発見
'
した検出事項 を集計 した結果、当該検出事項 の重要性が監査人の有す る重要性基準値内に収 まっている と
監査人が判断する度合いであろう。いいかえれば、当該検出事項の集計結果 と監査人の有す る重要性基準
値 とを比較 し、前者が後者の範囲内に収まっていると監査人が確信する程度である。監査人がこの確信 を
得 られれば、当該財務諸表は適正であると監査人が意見を表明できることになる。
鑑査基準委員会 〔2006〕は、「監査人は、不正 によるか誤謬 によるかを問わず、全体 としての財務諸表 に
重要な虚偽の表示がないことについて合理的な保証 を得 る。監査 における判 断、試査、内部統制の固有の
限界等の要因、 また、監査人に入手可能な監査証拠の多 くは絶対的 とい うより相当程度の心証を得 るもの
であるため、監査人は重要な虚偽の表示 を発見することについて絶対的な保証 を得 ることはできない。」(監
査基準委員会 〔2006〕21項)と している。
14)こ の文章は混乱を招 きかねない文章であるが、その理由は、監査人が監査を実施 して得るのは合理的な
保証であると読めるか らである。正確には、監査人が監査を実施 して得 るのは合理的な基礎である。した
がって、本文の文章 を正確 に表現するならば、監査人は監査を実施 した結果、無限定適正意見を表明でき
る合理的な基礎 を入手でき、 これに基づいて無限定適正意見を表明した結果、監査報告書の利用者に当該
財務諸表 は全体 として虚偽の表示をふ くむ可能性が低い水準に抑えられているとい う保証を与えることに
なるとい うことである。
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る。つ ま り、 この規 定 は、財務諸表監査 の性格全体 を包括的に表現 した もので ある。《図表2》 に
ある① か ら⑦ の記述 がその具体 的な内容である。かかる包括規定 は、監査基準の 「第二 一般基準」、
「第三 実施基準」 お よび 「第 四 報告基準」 を網羅i的に規定 したものであ り、 その結果、すべての
監査業務 を総括的に術撤す るものとなっている。 このために監査 の目的が監査基準 のなかで第一に
規定 されている と考 え られ るである。.
企 業会計審議会 もこの点 を考慮 していて、監査 の目的の内容 については以下の点 に留意 して理解
す るこ とが必要であ るとしている(企 業会計審議会 〔2002〕三1)。
◆監査 にお ける二重責任 の原則 を明示 した こと。
◆監査人が表明す る意見 は、監査人が自ら入手 した監査証拠 に基づいて判断 した結果 を表明 し
たものである ことを明示 したこ と。
◆監査基準 は、基本 的な構成か らな る財務諸表の監査を前提 としているが、監査の対象 となる
財務諸表 の種類 、あ るいは監査の根拠 となる制度や契約事項が異なれ ば、意見表明の形式 は
異な るもの とな ること。
以上 の包 括規定で ある 「第一 監 査の 目的」の規定を受 けて、監査 の基礎 的思考 である一般基準
があ り、そ してその下 に実施基準 と報告基準 が規定 されている15)のである。
4む すび
今 日、財務諸表監査 においては監査人 と一般利害関係者 との間 に財務諸表監査 の概念ない しはそ
の社会 的意義 をめ ぐって大 きな乖離が ある。 この乖離 を期待 ギャ ップ とい うが、財務諸表監査に期
待 ギ ャップが存在す るこ とは、単に監査だけの問題 に とどまらず大 きな社会問題 となっている。 こ
のため期待 ギャップの縮 小は監査論の喫緊 のテーマ となっている。
企業会計審議会 は、 この ような財務諸表監査 における期待 ギャップの縮小 を大 きな目標 とし、 そ
のための方策 と して監査基準 の冒頭 に 「第一 監査の 目的」 の規定 を設 けた。 この規定の内容 は、
財務諸表監査 の概念や意義 について利害関係者 によ り適切 に理解 して もらうように、彼 らを啓蒙 し
よう とす るものであ る。す なわ ち、 「第一 監査 の 目的」の設定理由 は、期待 ギャップを縮小す る
ための方策 として利 害関係者 を啓蒙す ることにあると考 えられ るのであ る。
このような 「第一 監査の 目的」の規定 は、監査基準 のなかで もっ とも重要であ ると考 え られて
いる。 その理 由は、財務諸表監査の信頼性回復 に有用で ある とい うことと、 この規定 は、財務諸表
監査の性格全体 を包括 的に表現 し、すべての監査業務 を総括的に傭撤するもの とな っているか らで
ある。
財務諸表監査 におけ る期待 ギャップの縮小 はかな り困難な作業であ るが、だか らといって財務諸
表監査 に携 わってい る者 としては操手傍観 してい るわけにはいかない。 いろいろな方策を考 えて こ
の困難 なテーマに挑戦す る必要 があ る。企業会計審議会が、監査基 準の冒頭に 「第一 監査の 目的」
の規定 を設 けたのは期待 ギャップを縮小 しようとす るか らであ り、それ は財務諸表監査に対す る社
会の不信 を払拭す る意 図か ら出たものであ る。 「第一 監査 の 目的」 の設定は、その意味で重要 な
15)一 般 基 準 の下 に実 施 基 準 と報 告基 準 が規 定 されて い る とい う こ との意 味 につ い て は、 長 吉 〔2004〕
pp.124-125を 参 照 された い。
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意義 をもつ もので ある。
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